
＝今回検証条文

章 項目

前文 企画政策課

（目的） 企画政策課

（条例の位置づけ） 企画政策課 総務課
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第５号 企画政策課

第６号

第７号 秘書広報課
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第３章 （環境権） 環境課

（知る権利） 総務課

（個人情報の保護） 総務課

（権利の尊重） 地域福祉課 危機管理課
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第３項 財政課 税務課 収納課
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第２項

第１項

第２項

第３項 人事課
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第２項

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

第１項

第２項

第３項

第４項 地域福祉課 生涯学習課

第５項

第１項

第２項 企画政策課

日進市自治基本条例
検証関係課一覧

前文

第５章

参加と協働

（市職員の役割と責務） 第１４条

条文

第１条

第２条

第１６条

第１７条（連携）

（定義） 第３条 企画政策課

第８条

第７条

人事課

第１５条

第４章

役割と責務

第１０条

企画政策課

子育て支援課

関係課

第１３条

第１章

総則

第２章

自治の基本原則

第１２条（市議会の役割と責務）
議会

（議事課）

第９条

（自治の基本原則）

第１１条

第４条

第５条

第６条

令和２年１２月２５日（金）
令和２年度第２回日進市自治推進委員会 資料２
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章 項目 条文 関係課

（柔軟な組織の形成） 企画政策課

情報広報課 企画政策課

（計画的な市政運営） 企画政策課

第１項

第２項

第１項

第２項

第１項

第２項

第１項

第２項

第３項

第１項

第２項

第１項

第２項

第３項

第４項

第１項

第２項

第３項

第１項

第２項

第３項

（委任） 企画政策課

第８章

条例の遵守等

第２９条

第２６条

第６章

市政の組織

及び運営

第７章

第１９条

第２０条

企画政策課

企画政策課

企画政策課

企画政策課

（条例の遵守） 第２７条

（条例の見直し） 第２８条

（行政評価） 第２５条

第１８条

行政課（開かれた市政運営） 第２１条

  （個人情報の

       適切な取扱い）
第２２条 行政課

（財政） 第２４条

（適切な行政手続） 第２３条 行政課

財政政策課

- 2 -



日進市自治基本条例検証シート 

 

 

 

 

 

 

第２０条（計画的な市政運営） 

１ 日進市自治基本条例の規定 

条文  

第２０条 

 市の執行機関は、この条例に定める基本理念にのっとって総

合計画を定め、総合的かつ計画的な市政の運営を行わなければ

なりません。 

解説  

地方自治法の一部を改正する法律（平成２３年８月１日施

行）により、市議会の議決を経て総合計画の基本構想を策定す

る義務はなくなりました。しかし、総合計画は市のまちづくり

の最上位の計画で、長期展望に立った総合的、計画的な行政経

営の指針であるため、本条例ではその策定義務を規定していま

す。 

また、市議会で「日進市議会の議決すべき事件を定める条例

（平成２８年４月１日施行）」が制定され、総合計画の基本構

想部分の策定、変更又は廃止に関して市議会の議決を必要とし

ています。 

なお、個別の計画等は、総合計画に基づいて策定します。 

※総合計画とは 

目指すべき将来像を定める基本構想、これを実現するための

施策や事業を定める基本計画、事業の年度ごとの進め方を明ら

かにする実施計画により構成されます。 
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企画政策課 

２ これまでの主な取組（平成 19 年 10 月の条例施行以降） 

【第１３条第２項再掲】 

時 期  内 容  

平成１９年度  ・日進市自治基本条例による総合計画の策定義務付け  

平成２３年度  ・地方自治法改正による市町村の総合計画策定義務の廃

止  

平成２３年度～  ・第５次日進市総合計画期間開始  

・総合計画推進体制の確立・実施  

 （総合計画推進本部、総合計画推進部会）  

・実施計画の策定【毎年度実施】  

・市民意識調査の実施  

（Ｈ２３年度、Ｈ２６年度、Ｈ２８年度、Ｈ３０年度） 

平成２７年度  ・日進市議会の議決すべき事件を定める条例に日進市総

合計画の基本構想部分を議決すべき事件として規定  

平成３０年度～  ・第６次日進市総合計画策定開始  

 
３ 現状と問題点【一部第１３条第２項再掲】（〇：現状 ●：問題点） 

○確立した総合計画推進体制に基づき、毎年度、推進を行っています。  

○実施計画を毎年度策定する中で、個別計画の策定や各事業の実施内容に

ついてヒアリングを行い、市政運営が総合計画に沿ったものとなるよう

努めています。  

●達成することが非常に困難な目標値の設定があることから、指標の達成

率が低くなっています。  

大施策の成果指標 達成率１９．２％（中間値基準５．８％）  

中施策の成果指標 達成率２５．４％（中間値基準１５．９％）  

●時代の経過により、内容や指標の見直しが必要となっています。  

 
４ 今後の方向性【一部第１３条第２項再掲】 

○引き続き、第５次日進市総合計画に沿った市政運営を行っていきます。  

○第６次日進市総合を計画策定するにあたり、市民参加を行いながら、時

代に即したより効果的な総合計画となるよう、検討を行っていきます。  

○併せて、第６次日進市総合計画の推進についても、手法の検討を行って

いきます。  
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日進市自治基本条例検証シート 

 

 

 

 

 

 

 

第２１条（開かれた市政運営） 

１ 日進市自治基本条例の規定 

条文  

第２１条 

 市議会及び市の執行機関は、市民にわかりやすいかたちでそ

の保有する情報を積極的に公開し、公正かつ透明性の高い開か

れた市政の運営を行わなければなりません。 

２ 前項に規定する情報公開に関して必要な事項は、別に条例

で定めるものとします。 

解説  

第８条で規定する「知る権利」を保障するものとして、市政

における情報公開について規定しています。なお、情報公開に

関して必要な事項については、「日進市情報公開条例」に委ね

ています。 
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行政課 

２ これまでの主な取組（平成 19 年 10 月の条例施行以降）【第８条再掲】 

時 期  内 容  

平成２４年度  ・情報公開制度研修  

平成２５年度  ・情報公開制度・個人情報保護制度研修  

平成３０年度  ・情報公開制度研修  

平成３０年度  ・情報公開条例逐条解説策定  

 
３ 現状と問題点【第８条再掲】（〇：現状 ●：問題点） 

●実施機関に対し、情報公開請求に対する事務手続に関し、具体的事例ご

とに説明しているので、公文書公開請求件数の多い部署においては制度

の理解が浸透してきているが、件数の少ない部署については、事務手続

がスムーズに行えるよう周知を図る必要があります。  
●また、公開すべき情報と個人情報等として保護すべき情報の判断を的確

に行う必要があり、そのために各職員の習熟度を向上させる必要があり

ます。  

 
４ 今後の方向性【第８条再掲】 

○開かれた市政の実現のために、市が保有する情報を積極的に公表してい

ると考えます。しかし、部分公開決定に対する審査請求により原処分が

変更となることもあるため、公開・非公開の判断については、実施機関

に対して更なる理解度の向上を図る必要があります。  
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日進市自治基本条例検証シート 

 

 

 

 

 

 

 

第２２条（個人情報の適切な取扱い） 

１ 日進市自治基本条例の規定 

条文  

第２２条 

 市議会及び市の執行機関は、個人の権利利益を守るため、そ

の保有する個人に関する情報を保護しなければなりません。 

２ 前項に規定する個人情報の保護に関して必要な事項は、別

に条例で定めるものとします。 

解説  

第９条で規定する「個人情報の保護」を保障するものとして、

市の保有する個人情報の保護について規定しています。なお、

個人情報の保護に関して必要な事項については、「日進市個人

情報保護条例」に委ねています。 
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行政課 

２ これまでの主な取組（平成 19 年 10 月の条例施行以降）【第９条再掲】 

時 期  内 容  

平成２６年～

【毎年度実施】  
・特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）  

平成２７年  ・日進市特定個人情報等の安全管理に関する基本方針及

び日進市特定個人情報等取扱規程の策定  

平成３０年  ・特定個人情報の安全管理措置研修の実施  

平成３０年  ・個人番号利用事務等取扱要領の策定  

 
３ 現状と問題点【第９条再掲】（〇：現状 ●：問題点） 

○個人情報の中でも特定個人情報（マイナンバーを含む個人情報）につい

ては、その利活用範囲の拡大に伴い、安全管理措置の必要性が問われて

います。  
●特定個人情報の漏洩等を防止するための基本方針及び取扱要領につい

ては、策定した内容に基づき、安全管理のための点検・監査に取り組む

必要があります。  

 
４ 今後の方向性【第９条再掲】 

○各課において策定済みである個人番号利用事務等取扱要領に基づき、特

定個人情報等の事務取扱における安全を確保するため、点検及び監査を

実施していきます。  
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日進市自治基本条例検証シート 

 

 

 

 

 

 

第２３条（適切な行政手続） 

１ 日進市自治基本条例の規定 

条文  

第２３条 

 市の執行機関は、市政の運営における公正の確保及び透明性

の向上を図り、市民の権利利益を保護するために、適切な処分、

行政指導及び届出に関する手続(以下「行政手続」といいます。)

を行わなければなりません。 

２ 前項に規定する行政手続に関して必要な事項は、別に条例

で定めるものとします。 

解説  

市の執行機関が市民の利害に関わる処分などを行う際、処分

などがどのような手順を踏んで行われるかの決まりを定め、あ

らかじめ公表しておくことを規定しています。なお、行政手続

に関して必要な事項については、「日進市行政手続条例（平成

９年１０月１日施行）」に委ねています。 
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行政課 

２ これまでの主な取組（平成 19 年 10 月の条例施行以降） 

時 期  内 容  

平成２９年度  ・行政手続法適用処分一覧表の作成及びシステム登載  

 
３ 現状と問題点（〇：現状 ●：問題点） 

○どのような事務が条例に定める処分となるかについて、一覧表の作成を

行いました。  

●今後は、制度に対する理解を深める必要があります。また、定期的な処

分一覧の見直しを行っていく必要があります。  

 
４ 今後の方向性 

○研修等を通じて行政手続に関する理解を深め、適正な手続きを推進して

いきます。  
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日進市自治基本条例検証シート 

 

 

 

 

 

 

 

第２４条（財政） 

１ 日進市自治基本条例の規定 

条文  

第２４条 

 市長は、総合計画に基づき中長期的な財政計画を定めるとと

もに、財源の確保並びにその効率的な活用及び効果的な配分を

行い、最少の経費で最大の効果が得られるよう行財政改革に努

め、健全な財政運営を行わなければなりません。 

２ 市長は、市民に対し、財政に関する計画及び状況を公表し、

わかりやすく説明しなければなりません。 

３ 市長は、日進市の保有する財産の適正な管理及び効率的な

運用をしなければなりません。 

解説  

計画的で実効性のある市政運営を行う上で重要な「財政」に

ついて定めています。 

第１項では、中長期的な財政計画を策定し、計画的で効率的

な財政運営を行うことを規定しています。 

第２項では、財政に関する計画及び状況を市民にわかりやす

く説明することを規定しています。健全な財政運営が行われて

いるかどうかを市民もチェックできるようにすることが大切

だと考えています。 

第３項では、市有財産の適正管理と有効活用について規定し

ています。 
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財務政策課 

２ これまでの主な取組（平成 19 年 10 月の条例施行以降） 

時 期  内 容  

平成１８年３月  ・中期財政計画（平成１８年度から平成２２年度）  

平成２３年３月  ・中期財政計画（平成２３年度から平成２７年度）  

平成２３年度～  

【毎年度実施】  
・予算編成方針の公表開始  

平成２６年３月  ・中期財政計画（改）（平成２６年度から平成３０年度） 

平成２７年度  ・市有財産土地一般競争入札により売却  
（平成２８～２９年度実施）  

平成２８年度～  
【毎年度実施】  

・予算配分に新枠配分方式を導入・予算編成過程の公表

開始  
※枠配分方式と一件査定方式のメリットを併せた方法  

平成２８年度  ・公共施設等総合管理計画  

平成２９年度  ・統一的な基準による地方公会計の導入  

平成２９年度  ・修繕予算枠の導入  

平成３０年３月  
【毎年度実施】  

・中期財政計画（平成３０年度から令和４年度）  

 
３ 現状と問題点（〇：現状 ●：問題点） 

○中期財政計画の策定は、当初５年ごとの見直しとしていましたが、社会

経済情勢のめまぐるしい変化に対応するため、平成３０年度から毎年度

策定に改めました。なお、平成２６年の見直しは普通交付税の交付や制

度改革などの影響で、大幅な計画見直しが必要だったことに起因しま

す。  
○予算編成の前に経常経費調査を行うとともに、新枠配分方式による予算

配当を行うことにより、優先順位の高い事業に効率的・効果的な予算配

当を行っています。  
●経常経費の削減には限界があるため、これまで以上に事業の効率化が必

要です。  
○地方公会計の導入により、ストック情報（資産・負債）の把握等が可能

となりました。  
○予算・決算状況や財政白書、ストック情報などの情報を広報誌には年２

回、市ＨＰには随時掲載しています。  
○活用可能な普通財産土地データについて、庁内で共有データ化を図って

います。  
○経営改革プラン及び公共施設等総合管理計画により、公共施設の計画的

な修繕を行うため、予算時に修繕予算枠を設定しました。  
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４ 今後の方向性 

○中期財政計画は、今後も毎年見直しを実施していきます。  
○予算配分方式については、各担当課での工夫を促し、さらに効率的・効

果的な予算配分方法となる方法の導入をめざし、調査・研究をしていき

ます。  
○財政に関する情報を、引き続き広報誌等を活用し、掲載していきます。  
○固定資産台帳の活用、修繕予算枠による施設修繕など、市有財産の適正

管理を実施していきます。  
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日進市自治基本条例検証シート 

 

 

第２５条（行政評価） 

１ 日進市自治基本条例の規定 

条文  

第２５条  
市の執行機関は、市政をより効率的かつ効果的に運営する

ため、市民参加のもとに行政評価を実施し、その結果を市政

の運営に反映させていかなければなりません。  
２ 市の執行機関は、行政評価の結果を市民にわかりやすく公

表しなければなりません。  

解説  

日進市の行政が効率的、効果的に行われているかどうかを評

価する仕組みについて定めています。日進市では、平成１７年

度から行政評価を実施しており、事務事業評価を行い、結果を

公表しています。 

第１項では、市民参加のもとに行政評価を実施し、市政に反

映させていくことを規定しています。なお、平成２３年度から

は外部評価を行っています。 

第２項では、評価を実施するだけではなく、その結果を公表

することを規定しています。行政評価制度は、効率的な行政運

営のためだけでなく、結果を公表することにより、市民への説

明責任を果たすことにもつながります。 

※行政評価とは 

民間の経営手法を行政運営に積極的に取り入れ、行政の効率

性を高めようとする考え方（ＮＰＭ：ニューパブリックマネジ

メント）の手法の一つです。行政が実施する仕事を、「計画（Ｐ

ｌａｎ）－実施（Ｄｏ）－評価（Ｃｈｅｃｋ）－改善（Ａｃｔ

ｉｏｎ）」というマネジメントサイクルでとらえて、一定の基準、

指標に従って客観的に分析、評価し、その結果を今後の行政運

営に反映させるものです。 
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企画政策課 

２ これまでの主な取組（平成 19 年 10 月の条例施行以降） 

時 期  内 容  
平成２０年度 

【毎年度実施】 

 ※以下同じ 

・事務事業評価の実施及び公表（５２２事業）  

平成２１年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２７７事業）  
※平成２１年度から、評価する事務事業を絞り込んで実施  

平成２２年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２２０事業）  
平成２３年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２００事業）  

・外部評価の実施（５事業）  
平成２４年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２６３事業）  

・外部評価の実施（８事業）  
平成２５年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２５７事業）  

・外部評価の実施（１０事業）  
平成２６年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２５８事業）  

・外部評価を実施（５事業）  
平成２７年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２６５事業）  

・外部評価の実施（２事業及び１テーマ）  
※平成２７年度の外部評価から、事務事業の枠にとらわれ

ないテーマ型評価を実施  
平成２８年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２４８事業）  

・外部評価の実施（１事業及び１テーマ）  
平成２９年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２３６事業）  

・外部評価の実施（１事業及び１テーマ）  
平成３０年度 ・事務事業評価の実施及び公表（２３３事業）  

・外部評価の実施（１事業及び１テーマ）  
 

３ 現状と問題点（〇：現状 ●：問題点） 

 行政評価については、毎年度、事務事業評価と外部評価（平成２３年度

から）の２種類を実施し、それぞれの評価結果を公表しています。 

 

【事務事業評価について】 

○平成１７年度から、市民に対する説明責任の実現、事務事業の見直し、

業務改善、職員の意識改革を主な目的として、事務事業評価を開始しま

した。  
○事務事業評価については、制度所管課である企画政策課において、実施

計画のヒアリング時にあわせて各課とヒアリングを行い、指標の設定方

法、評価の理由や成果・課題等に関して綿密な調整を実施しています。

そうすることで、評価結果を活用した実施計画の策定や予算編成につな

がり、ＰＤＣＡサイクルの確立が可能となることで、事業効果の一層の

向上や業務の効率化等を積極的に進めています。  
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○平成２６年度には、外部有識者による全課を対象とした説明会を開催し、

特に、アウトプット・アウトカム指標の見直し作業を行うことで、各種

事業の効果、課題等が、より把握しやすくなるなど、事業の改善、工夫

につながる取り組みを進めています。  
●事務事業評価の単位は、実施計画、予算における事業単位と、完全に１：

１：１になっていないため、PDCA サイクルをうまく連動させていく上

で、実施計画の策定や予算編成に、十分に活用しきれていない面があり

ます。  
 

【外部評価について】 

○平成２３年度から、外部からの視点を事務事業の評価に取り入れ、第三

者的な視点により、評価の透明性や客観性を向上させる仕組みと外部評

価を試行実施しました。  
○平成２５年度からは、本格実施として、附属機関であり、学識経験者や

公募市民から構成される日進市行政改革推進委員会による外部評価を開

始しました。外部評価は、市民にも公開で実施し、委員からの様々なご

意見、ご提言や、また、外部評価での意見を受けた対応についても、ホ

ームページで公表しています。  
○平成２７年度から、事務事業の枠にとらわれない「テーマ型評価」を行

い、総合計画における施策や、第２次経営改革プランに位置付けられた

取組項目など、複数の事務事業を束ねる施策や部横断的な事業等の評価

を実施することで、外部評価による各種施策・事業の見直し、改善を積

極的に進めております。  

 
４ 今後の方向性 

○今後も事務事業評価と外部評価を実施していきます。  
○今年度、行財政システムを新たに導入することで、令和元年度予算から、

事業単位を再構築します。事務事業評価、実施計画、予算の事業単位を

揃えることで、行政評価を最大限活用する実施計画、予算編成につなげ

ていく予定です。  
○事務事業評価については、令和２年度公表分（評価対象令和元年度）か

ら、事業単位が揃うことで、予算執行状況の効率性や課題及びそれに対

応した実施計画、予算までの流れが、市民にとっても、よりわかりやす

くお示しできるようにしていく予定です。  
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